


Ⅰ. 内部の職員等からの通報

１. 通報窓口の設置状況

● 府省庁（外局を含まない。）、都道府県の通報窓口設置率は100%となっている。

● 市区町村では、70%（1,214機関）となっている。

（１）府省庁、都道府県、市区町村別

【府省庁】　(外局を含まない。)

機関 %

設置している 24 100.0

設置していない 0 0.0

総数 24 100.0

【都道府県】

機関 %

設置している 47 100.0

設置していない 0 0.0

総数 47 100.0

【市区町村】

機関 %

設置している 1,214 69.7

設置していない 462 26.5

無回答 65 3.7

総数 1,741 100.0

設置している
100.0%

設置している
100.0%

無回答

設置している
69.7%

設置して
いない
26.5%
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Ⅰ. 内部の職員等からの通報

１. 通報窓口の設置状況

●

（２）市区町村、従業員数別

【従業員が300人超】

機関 %

設置している 869 89.1

設置していない 106 10.9

総数 975 100

【従業員が300人以下】

機関 %

設置している 345 49.2

設置していない 356 50.8

総数 701 100

従業員数が300人超の市区町村では、通報窓口の設置率が89%（869機関）、従業員数が300人以下の市区町
村では、49%（345機関）となっている。

設置している
49.2%

設置していない

設置して
いない
50.9%

設置している
89.1%

10.9%
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Ⅰ. 内部の職員等からの通報

２. 庁外の通報窓口の設置状況

● 府省庁（外局を含まない。）の「庁外の」通報窓口設置率は67%（16機関）となっている。

● 都道府県全体では、72%（34機関）となっている。

● 市区町村全体では、10%（125機関）となっている。

【府省庁】　(外局を含まない。)

機関 %

設置している 16 66.7

設置していない 8 33.3

総数 24 100.0

【都道府県】

機関 %

設置している 34 72.3

設置していない 13 27.7

総数 47 100.0

【市区町村】
機関 %

設置している 125 10.3

設置していない 1,088 89.6

無回答 1 0.1

総数 1,214 100.0

設置している
72.3%

設置して
いない
27.7%

設置している
66.7%

設置して
いない
33.3%

無回答
0.1%

10.3%

設置していない
89.6%

設置している
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Ⅰ. 内部の職員等からの通報

３. 通報対象の範囲

●

【府省庁】　(外局を含まない。)

機関 %

2 8.3

0 0.0

3 12.5

19 79.2

0 0.0

24 100.0

【都道府県】

機関 %

6 12.8

1 2.1

14 29.8

25 53.2

1 2.1

47 100.0

【市区町村】

機関 %

344 28.3

36 3.0

305 25.1

503 41.4

24 2.0

2 0.2

1,214 100.0

※　(1)～(4)の選択肢から複数選択した場合は、範囲の広いもの（選択肢の数字の大きいもの）を適用する。

 (5). その他

 総数

※　(1)～(4)の選択かつ(5)を選択した場合は、(1)～(4)のうち範囲の広いもの（選択肢の数字の大きいもの）を
　　適用する。

 (1). 公益通報者保護法に規定する通報対象事実

 (2). (1)に加えて、一部の法令違反行為

 (3). 法令違反行為全般

 (4). (3)に加えて、倫理規程違反その他の事実

無回答

 総数

 (3). 法令違反行為全般

 (4). (3)に加えて、倫理規程違反その他の事実

 (5). その他

 総数

 (1). 公益通報者保護法に規定する通報対象事実

 (2). (1)に加えて、一部の法令違反行為

 (3). 法令違反行為全般

 (4). (3)に加えて、倫理規程違反その他の事実

 (5). その他

設置している通報窓口における通報対象の範囲は、府省庁（外局を含まない。）、都道府県、市区町村のいず
れも「(3)に加えて、倫理規定違反その他の事実」の回答が最も多く、それぞれ79%（19機関）、53%（25機関）、
41%（503機関）となっている。

 (1). 公益通報者保護法に規定する通報対象事実

 (2). (1)に加えて、一部の法令違反行為

(1)  公益通報者保護法に
規定する通法対象事実

(5)  その他
2.2%

(1)  公益通報者保護法に
規定する通法対象事実

(3)  法令違
反

(2)  (1)に加えて、
⼀部の法令違反⾏為

2.2%

(5)  その他
2.0%

(2) 
(1)に加えて、

⼀部の法令違反
⾏為

無回答

8.3%

12.5%

(4) (3)に加えて、
倫理規定違反その他の事実

79.2%

(1)公益通報者
保護法に規定す
る通法対象事実

28.3%

(3)  法令違反
⾏為全般

25.0%

(4)  (3)に加えて、
⼀部の

法令違反⾏為
41.4%

13.0%

(3)  法令違反
⾏為全般

30.4%

(4) (3)に加えて、
⼀部の

法令違反⾏為
53.2%
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Ⅰ. 内部の職員等からの通報

　10. 府省庁における取組状況一覧（令和３～４年度）

通報
件数

受理
件数

調査に
着手した

件数

是正措置
等を講じ
た件数

通報
件数

受理
件数

調査に
着手した

件数

是正措置
等を講じ
た件数

○ 0 0 0 0 0 0 0 0

文化庁

スポーツ庁

○ 80 65 67 12 66 58 58 12

中央労働
委員会

○ 5 4 4 1 4 2 2 1

林野庁

水産庁

○ 4 0 0 0 4 1 1 1

資源エネル
ギー庁

特許庁

中小企業庁

○ 30 2 2 1 36 5 5 2

運輸安全
委員会

観光庁

気象庁 ○ 0 0 0 0 0 0 0 0

海上保安庁 ○ 13 13 13 1 8 8 8 0

○ 0 0 0 0 2 1 1 0

原子力規制委
員会

○ 2 2 2 2 3 3 3 3

○ 119 96 73 55 241 178 160 77

防衛装備庁 ○ 2 2 2 1 2 2 2 3

文部科学省

文部科学省と一体で整備している

厚生労働省

厚生労働省と一体で整備している

農林水産省

農林水産省と一体で整備している

令和３年度受理件数等 令和４年度受理件数等

府省庁 外局
窓口設置

の
有無

防衛省

※　　件数は、職員等からの通報回数ではなく、通報された事実の数を集計したもの（以下、Ⅰ．において同じ。）。

※　　通報、受理の件数は、調査期間内（令和３年４月１日から令和４年３月31日まで）全ての件数であるが、調査着手件数
　　　　 及び是正措置等を講じた件数は、前年度受理・今年度対応した事実も含むため、受理件数を上回ることがある。

経済産業省

経済産業省と一体で整備している

国土交通省

国土交通省と一体で整備している

環境省
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Ⅰ. 内部の職員等からの通報

　11. 都道府県における取組状況一覧（令和３～４年度）

（１）知事部局（令和3～4年度）

庁内 庁外 通報件数 受理件数
調査に着手

した件数
是正措置等を
講じた件数

通報件数 受理件数
調査に着手

した件数
是正措置等を
講じた件数

北海道 ○ ○ 1 0 0 0 9 8 8 5

青森県 ○ 0 0 0 0 0 0 0 0

岩手県 ○ ○ 1 0 0 1 1 0 0 0

宮城県 ○ ○ 0 0 0 0 3 3 3 1

秋田県 ○ ○ 0 0 0 0 0 0 0 0

山形県 ○ 1 1 1 0 0 0 0 0

福島県 ○ ○ 2 0 0 0 1 1 1 0

茨城県 ○ ○ 1 0 0 0 1 1 1 0

栃木県 ○ ○ 0 0 0 0 0 0 0 0

群馬県 ○ ○ 1 1 1 0 2 2 2 0

埼玉県 ○ ○ 1 0 1 1 3 0 0 0

千葉県 ○ ○ 14 6 6 4 13 8 8 1

東京都 ○ ○ 8 8 8 1 3 3 3 1

神奈川県 ○ ○ 8 7 7 1 5 4 4 1

新潟県 ○ ○ 0 0 0 0 3 1 0 0

富山県 ○ ○ 0 0 0 0 0 0 0 0

石川県 ○ 0 0 0 0 0 0 0 0

福井県 ○ ○ 0 0 0 0 0 0 0 0

山梨県 ○ ○ 0 0 0 0 0 0 0 0

長野県 ○ ○ 0 0 0 0 0 0 0 0

岐阜県 ○ ○ 1 0 0 0 1 0 0 0

静岡県 ○ ○ 9 9 7 5 11 11 6 2

愛知県 ○ ○ 3 1 1 0 6 4 4 2

三重県 ○ 2 1 1 0 4 4 4 0

滋賀県 ○ ○ 1 1 1 1 2 2 2 0

京都府 ○ ○ 0 0 0 0 1 1 1 1

大阪府 ○ ○ 30 17 17 3 22 19 19 3

兵庫県 ○ 10 1 1 0 21 9 9 2

奈良県 ○ 0 0 0 0 1 1 0 0

和歌山県 ○ 88 41 41 15 56 24 24 8

鳥取県 ○ ○ 7 7 7 7 5 5 5 5

島根県 ○ ○ 0 0 0 0 5 5 5 1

岡山県 ○ 0 0 0 0 0 0 0 0

広島県 ○ ○ 3 3 3 0 3 3 3 0

山口県 ○ ○ 1 0 0 0 4 2 2 0

徳島県 ○ ○ 40 4 12 0 47 2 9 0

香川県 ○ 11 1 1 1 6 0 0 0

愛媛県 ○ ○ 0 0 0 0 0 0 0 0

高知県 ○ 1 1 1 0 1 1 1 0

福岡県 ○ ○ 1 2 2 1 6 5 5 3

佐賀県 ○ ○ 6 1 1 0 2 2 2 0

長崎県 ○ ○ 2 1 1 1 2 0 0 0

熊本県 ○ ○ 0 0 0 0 0 0 0 0

大分県 ○ ○ 0 0 0 0 0 0 0 0

宮崎県 ○ 1 0 0 0 1 0 0 0

鹿児島県 ○ 0 0 0 0 0 0 0 0

沖縄県 ○ 0 0 0 0 2 1 1 0

合計 47 34 255 114 121 42 253 132 132 36

都道府県
窓口設置の有無 令和３年度受理件数等 令和４年度受理件数等
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Ⅰ. 内部の職員等からの通報

　11. 都道府県における取組状況一覧（令和３～４年度）

（３）警察本部（令和3～4年度）

庁内 庁外 通報件数 受理件数
調査に着手

した件数
是正措置等を
講じた件数

通報件数 受理件数
調査に着手

した件数
是正措置等を
講じた件数

北海道 ○ ○ 1 1 1 1 3 1 1 1

青森県 ○ 0 0 0 0 0 0 0 0

岩手県 ○ ○ 3 3 3 1 1 0 0 0

宮城県 ○ 0 0 0 0 1 0 1 1

秋田県 ○ ○ 2 2 2 2 1 1 1 0

山形県 ○ 0 0 0 0 0 0 0 0

福島県 ○ 0 0 0 0 0 0 0 0

茨城県 ○ 3 2 2 2 1 1 0 1

栃木県 ○ 0 0 0 0 0 0 0 0

群馬県 ○ 0 0 0 0 0 0 0 0

埼玉県 ○ 0 0 0 0 0 0 0 0

千葉県 ○ 0 0 0 0 0 0 0 0

東京都 ○ 8 2 2 0 25 0 0 0

神奈川県 ○ 0 0 0 0 0 0 0 0

新潟県 ○ 0 0 0 0 0 0 0 0

富山県 ○ 0 0 0 0 1 1 1 1

石川県 ○ 2 2 2 1 1 1 1 1

福井県 ○ 0 0 0 0 0 0 0 0

山梨県 ○ 0 0 0 0 1 1 1 1

長野県 ○ 0 0 0 0 0 0 0 0

岐阜県 ○ 1 0 0 0 1 0 1 1

静岡県 ○ 0 0 0 0 0 0 0 0

愛知県 ○ 22 1 1 1 18 0 0 0

三重県 ○ 7 2 7 2 16 1 16 12

滋賀県 ○ 0 0 0 0 0 0 0 0

京都府 ○ 0 0 0 0 0 0 0 0

大阪府 ○ 0 0 0 0 0 0 0 0

兵庫県 ○ ○ 15 15 15 8 18 18 18 8

奈良県 ○ 3 3 3 1 0 0 0 0

和歌山県 ○ 0 0 0 0 0 0 0 0

鳥取県 ○ 0 0 0 0 0 0 0 0

島根県 ○ 0 0 0 0 0 0 0 0

岡山県 ○ 4 3 3 3 9 6 6 5

広島県 ○ 36 1 1 1 39 0 0 0

山口県 ○ ○ 0 0 0 0 2 1 1 1

徳島県 ○ 0 0 0 0 0 0 0 0

香川県 ○ ○ 0 0 0 0 0 0 0 0

愛媛県 ○ 13 3 4 13 7 0 0 6

高知県 ○ 0 0 0 0 0 0 0 0

福岡県 ○ 0 0 0 0 0 0 0 0

佐賀県 ○ 0 0 0 0 0 0 0 0

長崎県 ○ 0 0 0 0 0 0 0 0

熊本県 ○ 3 0 0 0 1 0 0 0

大分県 ○ 0 0 0 0 0 0 0 0

宮崎県 ○ 1 1 1 1 1 1 1 0

鹿児島県 ○ ○ 3 3 3 2 1 1 1 1

沖縄県 ○ 0 0 0 0 0 0 0 0

合計 47 7 127 44 50 39 148 34 50 40

都道府県
窓口設置の有無 令和3年度受理件数等 令和4年度受理件数等
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Ⅰ. 内部の職員等からの通報

　12. 政令指定都市における取組状況一覧（令和３～４年度）

通報件数 受理件数
調査に着手

した件数
是正措置等を
講じた件数

通報件数 受理件数
調査に着手

した件数
是正措置等を
講じた件数

札幌市 13 12 12 4 4 4 4 1

仙台市 4 4 4 1 4 4 4 2

さいたま市 1 1 1 0 1 0 0 0

千葉市 5 4 4 1 3 2 2 0

横浜市 26 17 17 0 22 11 11 0

川崎市 3 1 1 0 2 1 1 1

相模原市 2 2 2 2 3 2 2 2

新潟市 1 1 1 1 3 2 2 1

静岡市 0 0 0 0 1 0 0 0

浜松市 0 0 0 0 0 0 0 0

名古屋市 4 4 4 0 3 3 3 1

京都市 8 8 8 2 13 13 13 1

大阪市 1556 1556 62 13 697 697 74 24

堺市 1 1 1 0 1 1 1 0

神戸市 25 19 19 5 18 12 12 0

岡山市 0 0 0 0 4 0 0 0

広島市 3 3 3 0 4 2 2 2

北九州市 3 3 3 1 3 3 3 3

福岡市 10 6 6 4 7 2 2 1

熊本市 0 0 0 0 0 0 0 0

合計 1665 1642 148 34 793 759 136 39

　13. 市区町村における内部の職員等からの通報受理件数等（令和３～４年度）

通報件数 受理件数
調査に着手

した件数
是正措置等を
講じた件数

通報件数 受理件数
調査に着手

した件数
是正措置等を
講じた件数

 市区
(政令指定都市を除く）

172 105 94 37 220 140 137 56

 町 13 9 9 6 19 12 11 7

 村 0 1 1 1 1 1 1 1

合計 185 115 104 44 240 153 149 64

政令指定都市

市長部局

令和３年度受理件数等 令和４年度受理件数等

市区町村

市区町村長部局

受理件数等

令和３年度受理件数等 令和４年度受理件数等
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Ⅱ. 外部の労働者等からの通報

４. 内部規程の制定状況

●

（１）府省庁、都道府県、市区町村別

【府省庁】　(外局を含まない。)

機関 %

23 100.0

0 0.0

23 100.0

【都道府県】

機関 %

47 100.0

0 0.0

47 100.0

【市区町村】

機関 %

676 38.8

948 54.5

無回答 117 6.7

1,741 100.0

制定していない

内部規程を「制定している」との回答は、府省庁（外局を含まない。）では100%（23機関）、都道府県が100%（47
機関）、市区町村が39%（676機関）となっている。

制定している

制定していない

総数

制定している

総数

制定している

制定していない

総数

制定している
100.0%

無回答
6.8%

制定している
100.0%

制定している
38.8%制定して

いない
54.5%
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Ⅱ. 外部の労働者等からの通報

　７. 府省庁における取組状況一覧（令和３～４年度）

内閣官房 － ○

内閣府 － ○

宮内庁 － ○

公正取引
委員会

－ ○

国家公安
委員会

－ ○

警察庁 － ○

個人情報
保護委員会

－ ○

○

証券取引等
監視委員会

○

公認会計士・
監査審査会

○

消費者庁 － ○

こども家庭庁 － ○

デジタル庁 － ○

復興庁 － ○

○

国税庁 ○

○

文化庁

スポーツ庁

○

中央労働
委員会

文部科学省

補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律、国家公務員法

文部科学省と一体で整備している

厚生労働省

労働基準法、最低賃金法、労働安全衛生法、雇用保険法、職業安定法、家電リサイクル
法、労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律、労働
施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関する法律、
育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律、雇用の分
野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律、医薬品、医療機器等の
品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律、外国人の技能実習の適正な実施及び
技能実習生の保護に関する法律、障害者の雇用の促進等に関する法律、健康保険法、厚
生年金保険法、家内労働法、労働者災害補償保険法、健康増進施設認定規程、じん肺
法、短時間労働者及び有期雇用労働者の雇用管理の改善等に関する法律、女性の職業
生活における活躍の推進に関する法律、職業訓練の実施等による特定求職者の就職の
支援に関する法律、大気汚染防止法、国家公務員法

厚生労働省と一体で整備している

特定商取引に関する法律、不当景品類及び不当表示防止法、公益通報者保護法、消費
生活用製品安全法

－

－

－

財務省

－

税理士法

個人情報の保護に関する法律、行政手続きにおける特定の個人を識別するための番号の
利用等に関する法律

金融庁

金融商品取引法、公認会計士法、協同組合による金融事業に関する法律、信用金庫法、
銀行法、賃金業法、保険業法,資金決済に関する法律

金融商品取引法

公認会計士法

－

府省庁 外局
窓口

設置の
有無

令和３～４年度に通報のあった対象法律

－

公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律

－

私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律、下請代金支払遅延等防止法

刑法、国家公務員法
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Ⅲ. 都道府県、市区町村別通報・相談窓口設置状況等一覧

　１. 都道府県別通報・相談窓口設置状況等一覧

都道府県

庁内 庁外

北海道 ○ ○ ○ 47.5 % 24.0 % 93.9 %
青森県 ○ × ○ 65.0 % 45.0 % 100.0 %
岩手県 ○ ○ ○ 81.8 % 51.5 % 97.0 %
宮城県 ○ ○ ○ 62.9 % 51.4 % 94.3 %
秋田県 ○ ○ ○ 72.0 % 56.0 % 100.0 %
山形県 ○ × ○ 60.0 % 45.7 % 94.3 %
福島県 ○ ○ ○ 49.2 % 27.1 % 94.9 %
茨城県 ○ ○ ○ 77.3 % 65.9 % 100.0 %
栃木県 ○ ○ ○ 68.0 % 64.0 % 96.0 %
群馬県 ○ ○ ○ 57.1 % 45.7 % 91.4 %
埼玉県 ○ ○ ○ 87.3 % 69,8 % 100.0 %
千葉県 ○ ○ ○ 96.3 % 83.3 % 96.3 %
東京都 ○ ○ ○ 85.5 % 75.8 % 91.9 %

神奈川県 ○ ○ ○ 87.9 % 84.8 % 100.0 %
新潟県 ○ ○ ○ 83.3 % 60.0 % 96.7 %
富山県 ○ ○ ○ 86.7 % 60.0 % 93.3 %
石川県 ○ × ○ 47.4 % 36.8 % 47.4 %
福井県 ○ ○ ○ 76.5 % 64.7 % 100.0 %
山梨県 ○ ○ ○ 74.1 % 48.1 % 96.3 %
長野県 ○ ○ ○ 40.3 % 24.7 % 97.4 %
岐阜県 ○ ○ ○ 66.7 % 47.6 % 100.0 %
静岡県 ○ ○ ○ 74.3 % 65.7 % 94.3 %
愛知県 ○ ○ ○ 85.2 % 66.7 % 100.0 %
三重県 ○ × ○ 69.0 % 58.6 % 93.1 %
滋賀県 ○ ○ ○ 94.7 % 84.2 % 100.0 %
京都府 ○ ○ ○ 88.5 % 80.8 % 96.2 %
大阪府 ○ ○ ○ 88.4 % 74.4 % 97.7 %
兵庫県 ○ × ○ 90.2 % 75.6 % 100.0 %
奈良県 ○ × ○ 56.4 % 43.6 % 84.6 %

和歌山県 ○ × ○ 63.3 % 43.3 % 93.3 %
鳥取県 ○ ○ ○ 84.2 % 84.2 % 94.7 %
島根県 ○ ○ ○ 84.2 % 68.4 % 100.0 %
岡山県 ○ × ○ 92.6 % 63.0 % 92.6 %
広島県 ○ ○ ○ 87.0 % 78.3 % 100.0 %
山口県 ○ ○ ○ 73.7 % 63.2 % 100.0 %
徳島県 ○ ○ ○ 100.0 % 100.0 % 100.0 %
香川県 ○ × ○ 94.1 % 88.2 % 88.2 %
愛媛県 ○ ○ ○ 100.0 % 100.0 % 100.0 %
高知県 ○ × ○ 91.2 % 79.4 % 91.2 %
福岡県 ○ ○ ○ 60.0 % 50.0 % 98.3 %
佐賀県 ○ ○ ○ 80.0 % 40.0 % 95.0 %
長崎県 ○ ○ ○ 85.7 % 57.1 % 95.2 %
熊本県 ○ ○ ○ 53.3 % 40.0 % 88.9 %
大分県 ○ ○ ○ 94.4 % 88.9 % 100.0 %
宮崎県 ○ × ○ 73.1 % 53.8 % 100.0 %

鹿児島県 ○ × ○ 51.2 % 41.9 % 93.0 %
沖縄県 ○ × ○ 19.5 % 22.0 % 70.7 %

注　：
・　知事部局、市区町村長部局からの回答に基づく。
・　窓口設置の有無：庁内は、部局を問わず庁内に設置していれば○、設置していなければ×。
 　庁外は、庁外の法律事務所、第三者委員会、その他の組織などに設置していれば○、設置していなければ×。
・　内部規程の制定状況は、○：制定している、×：制定していない
※１　各都道府県の管内市区町村総数に占める通報・相談窓口設置市区町村数の割合。
※２　各都道府県の管内市区町村総数に占める回答（内部・外部について両方回答）のあった市区町村数の割合。

令和５年12月１日時点

都道府県

2）外部の労働者
等からの通報・相

談窓口設置の
有無

都道府県管内市区町村設置状況等　※1

内部の職員等か
らの

通報・相談
窓口設置率

外部の労働者等
からの

通報・相談
窓口設置率

回答率
※2

1) 内部の職員等からの通報・相談窓
口設置の有無
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Ⅲ. 都道府県、市区町村別通報・相談窓口設置状況等一覧

　２. 市区町村別通報・相談窓口設置状況等一覧

<岐阜県> <静岡県>

庁内 庁外 庁内 庁外

岐阜市 ○ × ○ 静岡市 ○ × ○
大垣市 ○ × ○ 浜松市 ○ ○ ○
高山市 ○ × ○ 沼津市 ○ × ○

多治見市 ○ × ○ 熱海市 × × ×
関市 × × × 三島市 ○ × ○

中津川市 ○ × ○ 富士宮市 ○ × ○
美濃市 × × × 伊東市 ○ × ○
瑞浪市 ○ ○ ○ 島田市 ○ × ○
羽島市 ○ × ○ 富士市 ○ × ○
恵那市 ○ × × 磐田市 ○ ○ ○

美濃加茂市 ○ × ○ 焼津市 ○ × ○
土岐市 ○ × × 掛川市 ○ × ○

各務原市 ○ × ○ 藤枝市 ○ × ○
可児市 ○ × ○ 御殿場市 ○ × ○
山県市 ○ × ○ 袋井市 ○ × ○
瑞穂市 ○ × × 下田市
飛騨市 ○ × ○ 裾野市 ○ × ○
本巣市 ○ × × 湖西市 ○ × ×
郡上市 ○ × ○ 伊豆市 ○ × ○
下呂市 ○ × ○ 御前崎市 ○ × ×
海津市 ○ × × 菊川市 ○ × ○
岐南町 × × × 伊豆の国市 ○ × ○
笠松町 ○ × ○ 牧之原市 ○ × ○
養老町 ○ × ○ 東伊豆町 ○ × ○
垂井町 ○ × ○ 河津町

関ケ原町 × × × 南伊豆町 × × ×
神戸町 × × × 松崎町 ○ × ○

輪之内町 ○ × ○ 西伊豆町 ○ × ×
安八町 × × × 函南町 × × ×

揖斐川町 × × × 清水町 × × ×
大野町 × × × 長泉町 × × ×
池田町 × × × 小山町 ○ × ○
北方町 × × × 吉田町 × × ×
坂祝町 ○ × ○ 川根本町 × × ×
富加町 ○ × × 森町 ○ × ○
川辺町 × × ×
七宗町 × × × （市区町村数35）

八百津町 × × ×
白川町 ○ ○ ○

東白川村 ○ × ×
御嵩町 ○ × ×
白川村 × × ×

無回答

未回答

（市区町村数42）

市区町村名

2）外部の労働
者等からの通
報・相談窓口
設置の有無

市区町村名

2）外部の労働
者等からの通
報・相談窓口
設置の有無

1) 内部の職員等からの通報・
相談窓口設置の有無

1) 内部の職員等からの通報・
相談窓口設置の有無
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Ⅲ. 都道府県、市区町村別通報・相談窓口設置状況等一覧

　２. 市区町村別通報・相談窓口設置状況等一覧

<三重県> <滋賀県>

庁内 庁外 庁内 庁外

津市 ○ × ○ 大津市 ○ × ○
四日市市 ○ ○ ○ 彦根市 ○ × ○
伊勢市 ○ × ○ 長浜市 ○ × ○
松阪市 ○ × ○ 近江八幡市 ○ ○ ○
桑名市 ○ ○ ○ 草津市 ○ × ○
鈴鹿市 ○ × ○ 守山市 ○ × ○
名張市 ○ ○ × 栗東市 ○ × ×
尾鷲市 ○ × ○ 甲賀市 ○ ○ ○
亀山市 ○ × ○ 野洲市 ○ × ○
鳥羽市 ○ × × 湖南市 ○ × ○
熊野市 ○ × ○ 高島市 ○ × ○

いなべ市 東近江市 ○ × ○
志摩市 ○ × ○ 米原市 ○ × ○
伊賀市 ○ ○ ○ 日野町 ○ × ○

木曽岬町 × × × 竜王町 ○ × ○
東員町 × × × 愛荘町 ○ × ×
菰野町 ○ × × 豊郷町 × × ○
朝日町 × × ○ 甲良町 ○ × ×
川越町 × × × 多賀町 ○ × ○
多気町 ○ × ○
明和町 × × × （市区町村数19）
大台町 × × ×
玉城町 ○ × ○
度会町 ○ × ○
大紀町 × × ×

南伊勢町 ○ × ○
紀北町 ○ × ×
御浜町 ○ × ○
紀宝町

（市区町村数29）

1) 内部の職員等からの通報・
相談窓口設置の有無

無回答

無回答

2）外部の労働
者等からの通
報・相談窓口
設置の有無

市区町村名

2）外部の労働
者等からの通
報・相談窓口
設置の有無

市区町村名

1) 内部の職員等からの通報・
相談窓口設置の有無
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Ⅲ. 都道府県、市区町村別通報・相談窓口設置状況等一覧

　２. 市区町村別通報・相談窓口設置状況等一覧

<兵庫県> <奈良県>

庁内 庁外 庁内 庁外

神戸市 ○ ○ ○ 奈良市 ○ × ○
姫路市 ○ × ○ 大和高田市 ○ × ○
尼崎市 ○ × ○ 大和郡山市 ○ × ○
明石市 ○ ○ ○ 天理市 ○ × ○
西宮市 ○ × ○ 橿原市 ○ × ○
洲本市 ○ × ○ 桜井市 × × ○
芦屋市 ○ ○ ○ 五條市 ○ × ○
伊丹市 ○ × ○ 御所市 ○ × ○
相生市 ○ × × 生駒市 ○ × ○
豊岡市 ○ × ○ 香芝市 ○ × ○

加古川市 ○ × ○ 葛城市 ○ × ○
赤穂市 ○ ○ ○ 宇陀市 ○ × ×
西脇市 ○ × × 山添村 × × ×
宝塚市 ○ ○ ○ 平群町 ○ × 無回答
三木市 ○ ○ ○ 三郷町 × × ×
高砂市 ○ × ○ 斑鳩町
川西市 ○ × ○ 安堵町 ○ × ○
小野市 ○ × ○ 川西町 ○ × ×
三田市 ○ × ○ 三宅町 ×
加西市 ○ × ○ 田原本町 ○ × ×

丹波篠山市 ○ × ○ 曽爾村 × × ×
養父市 ○ × ○ 御杖村 × × ×
丹波市 ○ × ○ 高取町 × × ×

南あわじ市 ○ × ○ 明日香村
朝来市 ○ ○ ○ 上牧町 × × ×
淡路市 ○ × × 王寺町 ○ × ○
宍粟市 ○ × ○ 広陵町 ○ × ○
加東市 ○ × × 河合町 ○ × ×

たつの市 ○ × ○ 吉野町 ○ × ×
猪名川町 ○ × ○ 大淀町 ○ × ○
多可町 × × × 下市町 ○ × ○
稲美町 ○ × ○ 黒滝村 ○ × ○
播磨町 ○ × ○ 天川村 × × ×
市川町 × × × 野迫川村 × × ×
福崎町 × × × 十津川村 × × ×
神河町 ○ × ○ 下北山村 × × ×
太子町 ○ × × 上北山村 × × ×
上郡町 × × × 川上村
佐用町 ○ × ○ 東吉野村
香美町 ○ × ×

新温泉町 ○ × ○ （市区町村数39）

（市区町村数41）

無回答
無回答

無回答

無回答

無回答

市区町村名

2）外部の労働
者等からの通
報・相談窓口
設置の有無

市区町村名

2）外部の労働
者等からの通
報・相談窓口
設置の有無

1) 内部の職員等からの通報・
相談窓口設置の有無

1) 内部の職員等からの通報・
相談窓口設置の有無
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Ⅲ. 都道府県、市区町村別通報・相談窓口設置状況等一覧

　２. 市区町村別通報・相談窓口設置状況等一覧

<島根県> <岡山県>

庁内 庁外 庁内 庁外

松江市 ○ × ○ 岡山市 ○ × ○
浜田市 ○ × ○ 倉敷市 ○ × ○
出雲市 ○ × × 津山市 ○ × ×
益田市 ○ × ○ 玉野市 ○ × ○
大田市 ○ × ○ 笠岡市 ○ × ○
安来市 ○ × ○ 井原市 ○ × ○
江津市 ○ × ○ 総社市 ○ ○ ○
雲南市 ○ × ○ 高梁市 ○ × ○

奥出雲町 ○ × ○ 新見市 ○ × ○
飯南町 ○ × ○ 備前市 ○ × ○
川本町 × × × 瀬戸内市 ○ × ○
美郷町 ○ × ○ 赤磐市 ○ × ×
邑南町 ○ × ○ 真庭市 ○ × ○

津和野町 × × × 美作市 × × ×
吉賀町 ○ × ○ 浅口市 ○ × ○
海士町 × × × 和気町 ○ × ○

西ノ島町 ○ × × 早島町 ○ ○ ○
知夫村 ○ × ○ 里庄町 ○ ○ ×

隠岐の島町 ○ × × 矢掛町 ○ × ×
新庄村
鏡野町 ○ × ○
勝央町 ○ × ○
奈義町 ○ × ○

西粟倉村 ○ × 無回答
久米南町 ○ × ×
美咲町 ○ × ×

吉備中央町 ○ ○ ×

（市区町村数19）

（市区町村数27）

無回答

市区町村名

2）外部の労働
者等からの通
報・相談窓口
設置の有無

市区町村名

2）外部の労働
者等からの通
報・相談窓口
設置の有無

1) 内部の職員等からの通報・
相談窓口設置の有無

1) 内部の職員等からの通報・
相談窓口設置の有無
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Ⅲ. 都道府県、市区町村別通報・相談窓口設置状況等一覧

　２. 市区町村別通報・相談窓口設置状況等一覧

<福岡県-1> <福岡県-2>

庁内 庁外 庁内 庁外

北九州市 ○ × ○ 広川町 × × ×
福岡市 ○ ○ ○ 香春町 ○ × ○

大牟田市 ○ × ○ 添田町 × × ×
久留米市 ○ × ○ 糸田町 ○ × ○
直方市 ○ × ○ 川崎町 ○ × ×
飯塚市 ○ × ○ 大任町 × × ×
田川市 × × × 赤村 × × ×
柳川市 × × × 福智町 × × ×
八女市 ○ × ○ 苅田町 ○ × ○
筑後市 ○ ○ ○ みやこ町 ○ × ○
大川市 × × × 吉富町 × × ×
行橋市 ○ × × 上毛町 × × ×
豊前市 ○ × ○ 築上町 ○ × ○
中間市 ○ ○ ○
小郡市 ○ ○ ×

筑紫野市 ○ × ○
春日市 ○ × ○

大野城市 ○ ○ ○
宗像市 × × ×

太宰府市 ○ × ○
古賀市 ○ × ○
福津市 ○ × ×
うきは市 ○ × ×
宮若市 ○ × ○
嘉麻市 ○ × ○
朝倉市 ○ × ○

みやま市 ○ × ×
糸島市 ○ ○ ×

那珂川市 ○ × ×
宇美町 × × ○
篠栗町 ○ × ○
志免町 ○ × ○
須恵町 × × ○
新宮町 × × ×
久山町 × × ×
粕屋町 ○ × ×
芦屋町 × × ×
水巻町 × × ×
岡垣町 × × ×
遠賀町 × × ×
小竹町 × × ×
鞍手町 ○ × ○
桂川町 × × ×
筑前町 ○ × ○
東峰村 × × ×

大刀洗町 × × ○
大木町 ○ × ×

1) 内部の職員等からの通報・
相談窓口設置の有無

（市区町村数60）

2）外部の労働
者等からの通
報・相談窓口
設置の有無

市区町村名

2）外部の労働
者等からの通
報・相談窓口
設置の有無

市区町村名

1) 内部の職員等からの通報・
相談窓口設置の有無
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